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岩手町特定地域生活排水処理事業経営戦略

団 体 名 ： 岩手町

事 業 名 ： 岩手町特定地域生活排水処理事業

策 定 日 ： 令和 ３ 年 ３ 月

計 画 期 間 ：

１．事業概要

（１）事業の現況

　①　施　設

供用開始年度

（供用開始後年数）

法適（全部適用・一部適用）

非適の区分

処理区域内人口密度

流域下水道等への

接続の有無

処　理　区　数

処　理　場　数

広域化・共同化・最適化

実施状況*1

　②　使　用　料

一般家庭用使用料体系

の

概要・考え方

業務用使用料体系の

概要・考え方

その他の使用料体系の

概要・考え方

地方公営企業法非適用企業

令和６年４月適用予定

平成30年度　　　3,900円

実質的な使用料*3

（２０㎥あたり）

※過去３年度分を記載

　本町は、用途区別のない定額制の使用料体系としている。

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。

　　「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、

　広域化・共同化を推進するための計画に基づき実施する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行す

　る場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。

　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応

　じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

令和元年度　　　3,900円

平成29年度　　　3,900円

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。

*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を

　含む）をいう。

令和 ３ 年度　～　令和 12 年度

条例上の使用料*2

（２０㎥あたり）

※過去３年度分を記載

平成29年度　　　3,038円

平成30年度　　　2,913円

令和元年度　　　2,861円

平成19年度

（13年経過）

無0.2人/ha

単位：円／月（消費税込）

人槽区分 使用料

5～7人槽 3,973 円

8-10人槽 4,481 円

11～20人槽 6,926 円

21～30人槽 9,065 円

31～50人槽 11,204 円

51人槽以上 別に定める



　③　組　織

職　員　数

事業運営組織

（２） 民間活力の活用等

（３）経営比較分析表を活用した現状分析

 イ　土地・施設等利用

　　　（未利用土地・施設の活用等）

*5

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につなが

　る取組を指す。

*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単

　純な売却は除く）。

　令和２年度現在で、汚水処理事業に係る業務に従事する職員は４人。ただ

し、公共下水道事業及び上水道事業との兼務としているため、当該事業に専属

で従事する職員は０人。

平成19年度の事業開始時から町長部局の水道事業所で行っている。

民間活用の状況

　浄化槽維持管理業務委託のみ民間業者に委託。

　包括的民間委託は小規模であり採算に合わない

ため活用は困難。

　現時点において、当町の特定地域生活排水処理

事業は小規模であり採算に合わないため、指定管

理者制度の活用は困難。

　現時点において、当町の特定地域生活排水処理

事業は小規模であり採算に合わないため、ＰＰ

Ｐ・ＰＦＩの活用は困難。

 ア　民間委託

　　　（包括的民間委託を含む）

 イ　指定管理者制度

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

　※　直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」に

　　よる経営比較分析表）を添付すること。

　別紙「経営比較分析表」のとおり。

資産活用の状況

　現時点において、当町の特定地域生活排水処理

事業は小規模であり採算に合わないため、エネル

ギー利用は困難。

　未利用土地・施設はない。

 ア　エネルギー利用

　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）

*4



２．経営の基本方針

３．投資・財政計画（収支計画）

（１）投資・財政計画（収支計画） ： 別紙のとおり

（２）投資・財政計画

　①　収支計画のうち投資についての説明

　②　収支計画のうち財源についての説明

　③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

【経営理念】

　「北上川源泉の環境と人々の豊かな暮らしを守り、支え続けます」

【基本方針】

（環境の保全・改善）

　生活排水による河川等の公共用水域の水質汚濁の防止を図る。

（住みよい快適な暮らしへの貢献）

　し尿及び雑排水の適正な処理による公衆衛生の向上を図る。

（戸別浄化槽事業の効果的な運営）

　浄化槽を使用することによる生活環境及び衛生環境の向上と、自然環境の保全に係わる効果を説明し、

普及促進を図る。また、水洗化率の向上と、効率的な整備、運営による経営の健全化に努めるとともに、

適切な施設管理により施設を保持し、この事業の目的達成のためサービスを提供する。

（投資の目標に関する事項）

　国庫補助事業による整備は計画期間内、年13基、単独事業で年５基としています。

（管渠、処理場等の建設・更新に関する事項）

　供用開始後からの経過年数が少ないため、当計画においての大規模修繕は見込んでいませんが、維持管

理点検等を行い、必要に応じて更新及び修繕を行います。

（防災・安全対策に関する事項）

　年４回の点検業務を行い、早期の異常発見に努めます。

（財源の目標に関する事項）

　補助事業に係る国庫補助金及び企業債の収入を計画しています。

（使用料収入の見通し、使用料の見直しに関する事項）

　現在、整備途中であるため、今後の供用開始件数拡大により使用料収入増を見込んでいますが、人口減

少等により、将来、伸びは鈍化していくことが見込まれるため、当面、一定額の一般会計繰入金は必要と

なると考えられます。

　また、一般会計からの繰入金の適正化のため、住民の理解を得つつ、適宜の料金改定を検討します。

（企業債に関する事項）

　・建設改良に伴い、下水道事業債と過疎対策事業債を借り入れる計画としています。

　

（繰入金に関する事項）

　収益的収支においては、維持管理及び企業債利子等を含む費用に対して料金収入等を充て、なお不足し

た分を他会計繰入金として受け入れています。また資本的収支においては、建設改良費及び企業債元金償

還等に対して企業債借入及び国庫補助金等を充て、なお不足した分を他会計補助金として受け入れていま

す。

　維持管理委託については、盛岡北部行政事務組合がし尿運搬委託契約を行う町内業者で、浄化槽管理業

務有資格業者と契約し、不測の事態にも迅速に対応できるよう委託業者の選定を行います。



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

　①　今後の投資についての考え方・検討状況

　　　*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

４．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

委託費に関する事項

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、

赤字が発生している場合には、赤字の解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じ

て経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

　　　*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や

　　　　今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。

投資の平準化に関する事項

民間活力の活用に関する事項

（PPP/PFIなど）

その他の取組

浄化槽事業のため計画なし。

年間１８基のペースで新設する。

当町の特定地域生活排水処理事業は小規模であり採算に

合わないため、

ＰＰＰ・ＰＦＩの活用は困難です。

特になし

広域化・共同化・最適化に関する事項

修繕費に関する事項

使用料の見直しに関する事項

資産活用による収入増加

の取組について

その他の取組

使用者の適正な費用負担について検討し、必要な場合は

住民理解を得て、料金改定を図ってまいります。

特になし

特になし

経営戦略の事後検証、

更新等に関する事項

　都度、進捗状況を確認、検証するとともに、必要に応

じて見直しを行なう。

その他の取組

当町の特定地域生活排水処理事業は小規模であり採算に

合わないため、

ＰＰＰ・ＰＦＩの活用は困難です。

　令和２年度現在で、汚水処理事業に係る業務に従事す

る職員は４人。ただし、公共下水道事業及び上水道事業

との兼務としているため、当該事業に専属で従事する職

員は０人。この体制を継続する。

浄化槽事業のためなし。

浄化槽事業のためなし。

直近決算値×過去の平均伸び率とする。

設置予定数分を逓増することとし、委託による適正管理

を継続する。併せて効率的な委託方法を検討する。

効率的な事業運営及び住民への適正な情報開示のため、

令和６年度より地方公営企業法を適用する。

民間活力の活用に関する事項

（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）

職員給与費に関する事項

動力費に関する事項

薬品費に関する事項



グラフグラフグラフグラフ凡例凡例凡例凡例

当該団体値当該団体値当該団体値当該団体値（（（（当該値当該値当該値当該値））））

類似団体平均値類似団体平均値類似団体平均値類似団体平均値（（（（平均値平均値平均値平均値））））

令和元年度全国平均令和元年度全国平均令和元年度全国平均令和元年度全国平均

※　法適用企業と類似団体区分が同じため、収益的収支比率の類似団体平均等を表示していません。

経営比較分析表経営比較分析表経営比較分析表経営比較分析表（（（（令和元年度決算令和元年度決算令和元年度決算令和元年度決算））））

岩手県岩手県岩手県岩手県　　　　岩手町岩手町岩手町岩手町

業務名業務名業務名業務名 業種名業種名業種名業種名 事業名事業名事業名事業名 類似団体区分類似団体区分類似団体区分類似団体区分 管理者管理者管理者管理者のののの情報情報情報情報 人口人口人口人口（（（（人人人人）））） 面積(面積(面積(面積(kmkmkmkm

2222

)))) 人口密度(人/人口密度(人/人口密度(人/人口密度(人/kmkmkmkm

2222

))))

360.46 36.45 ■■■■

資金不足比率(資金不足比率(資金不足比率(資金不足比率(％)％)％)％) 自己資本構成比率(自己資本構成比率(自己資本構成比率(自己資本構成比率(％)％)％)％) 普及率(普及率(普及率(普及率(％)％)％)％) 有収率(有収率(有収率(有収率(％)％)％)％)
1か1か1か1か月20月20月20月20ｍｍｍｍ

3333

当当当当たりたりたりたり家庭料金(円)家庭料金(円)家庭料金(円)家庭料金(円)
処理区域内人口(人)処理区域内人口(人)処理区域内人口(人)処理区域内人口(人) 処理区域面積(処理区域面積(処理区域面積(処理区域面積(kmkmkmkm

2222

))))

法非適用 下水道事業 特定地域生活排水処理 K3 非設置 13,137

処理区域内人口密度(人/処理区域内人口密度(人/処理区域内人口密度(人/処理区域内人口密度(人/kmkmkmkm

2222

))))
－－－－

- 該当数値なし 6.41 100.00 3,973 835 357.44 2.34

　当町の特定地域生活排水処理事業は事業開始して

日が浅く、老朽化した浄化槽等もないためまだ特段

の問題はありません。

　今後、老朽化による修繕費の増加や、将来の設備

更新に備えて、適切な管理による設備の延命化及び

取替費用の積み立てなど、備えていく必要がありま

す。

2. 老朽化2. 老朽化2. 老朽化2. 老朽化のののの状況状況状況状況

全体総括全体総括全体総括全体総括

　当町の浄化槽事業は総じて良好な状態にあります

が、今後の施設老朽化に備え、長期的な施設更新及

び財政計画の策定・実施に加え、経営及び情報開示

に資するため、令和5年度を目処に地方公営企業法

適用の予定です。

　また、浄化槽設置基数が充分でないため、環境整

備の観点から、より一層の事業拡大を図る必要があ

ります。

【】【】【】【】

分析欄分析欄分析欄分析欄

1. 経営1. 経営1. 経営1. 経営のののの健全性健全性健全性健全性・・・・効率性効率性効率性効率性 1. 経営1. 経営1. 経営1. 経営のののの健全性健全性健全性健全性・・・・効率性効率性効率性効率性についてについてについてについて

当町の特定地域生活排水処理事業（岩手町戸別浄化

槽事業）は平成19年度から開始され、令和元年度末

で浄化槽222基を管理・運営しています。

・【①収益的収支比率】は、料金収入等で賄ってい

る費用の比率を示しており、当町は費用に対して十

分な料金等の収入があるといえます。

・【④企業債残高対事業規模比率】は、料金収入に

対する起債残高の割合です。平均より高いのは、事

業開始後まもなく、償還はほとんどが利子に充てら

れ、元金残高が減少していないためです。今後は

徐々に改善されます。

・【⑤経費回収率】は、使用料で賄われる費用の割

合を示しています。当町は100%で、使用料は適正と

いえます。

・【⑥汚水処理原価】は、汚水１㎥あたりの処理コ

ストを表しています。当町は類似団体に比べてコス

トが抑えられています。

・【⑦施設利用率】は、施設がどれだけ稼働してい

るかを表しています。数値はでておりませんが、設

置している浄化槽はすべて稼働しているため100％

となっております。

・【⑧水洗化率】は、施設整備において見込んだ水

洗化人口に対して何割の方が水洗化したかを示して

います。当町の浄化槽事業は住民の要望に応じて設

置するため水洗化率は100％となります。

　各経営分析より、現在の事業経営は良好ですが、

今後は事業拡大につれて各種費用の増大及び修繕・

施設更新費用が必要となるため、将来に備えて基金

を充実させる必要があります。

2. 老朽化2. 老朽化2. 老朽化2. 老朽化のののの状況状況状況状況についてについてについてについて

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 - - - - -

平均値 - - - - -

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

140.00

160.00

180.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 153.47 143.52 166.42 160.90 125.23

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値

平均値

①①①①収益的収支比率収益的収支比率収益的収支比率収益的収支比率((((％％％％))))

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値

平均値

0.00

100.00

200.00

300.00

400.00

500.00

600.00

700.00

800.00

900.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 785.37 756.08 762.84 769.48 786.00

平均値 392.19 413.50 407.42 386.46 421.25

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 102.54 112.44 101.54 100.00 100.00

平均値 57.03 55.84 57.08 55.85 53.23

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 150.11 129.32 140.92 145.68 151.91

平均値 283.73 287.57 286.86 287.91 283.30

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 59.00 - - - -

平均値 58.25 61.55 57.22 54.93 55.96

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00

平均値 68.15 67.49 67.29 65.57 60.12

②②②②累積欠損金比率累積欠損金比率累積欠損金比率累積欠損金比率((((％％％％)))) ③③③③流動比率流動比率流動比率流動比率((((％％％％)))) ④④④④企業債残高対事業規模比率企業債残高対事業規模比率企業債残高対事業規模比率企業債残高対事業規模比率((((％％％％))))

⑤⑤⑤⑤経費回収率経費回収率経費回収率経費回収率((((％％％％)))) ⑥⑥⑥⑥汚水処理原価汚水処理原価汚水処理原価汚水処理原価((((円円円円)))) ⑦⑦⑦⑦施設利用率施設利用率施設利用率施設利用率((((％％％％)))) ⑧⑧⑧⑧水洗化率水洗化率水洗化率水洗化率((((％％％％))))

①①①①有形固定資産減価償却率有形固定資産減価償却率有形固定資産減価償却率有形固定資産減価償却率((((％％％％)))) ②②②②管渠老朽化率管渠老朽化率管渠老朽化率管渠老朽化率((((％％％％)))) ③③③③管渠改善率管渠改善率管渠改善率管渠改善率((((％％％％))))

【307.23】

【79.51】【58.71】【272.98】【59.98】

【-】

該当数値該当数値該当数値該当数値なしなしなしなし 該当数値該当数値該当数値該当数値なしなしなしなし

該当数値該当数値該当数値該当数値なしなしなしなし 該当数値該当数値該当数値該当数値なしなしなしなし



様式第2号（法非適用企業）

投資・財政計画

（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （R1決算）

決 算

見 込

1 (A) 12,846 16,554 17,575 18,769 19,976 15,508 15,989 17,164 17,600 18,851 19,072 20,302

（１） (B) 9,818 10,999 11,790 12,219 12,648 14,342 14,771 15,938 16,367 17,615 18,044 19,375

ア 9,818 10,999 11,790 12,219 12,648 14,342 14,771 15,938 16,367 17,615 18,044 19,375

イ (C)

ウ

（２） 3,028 5,555 5,785 6,550 7,328 1,166 1,218 1,226 1,233 1,236 1,028 927

ア 2,380 4,218 4,969 5,567 6,214

イ 648 1,337 816 983 1,114 1,166 1,218 1,226 1,233 1,236 1,028 927

２ (D) 9,028 11,855 12,575 13,293 14,012 14,730 15,446 16,161 16,874 17,586 18,294 18,999

（１） 8,488 11,322 12,010 12,698 13,387 14,075 14,763 15,451 16,139 16,828 17,516 18,204

ア

イ 8,488 11,322 12,010 12,698 13,387 14,075 14,763 15,451 16,139 16,828 17,516 18,204

（２） 540 533 565 595 625 655 683 710 735 758 778 795

ア 540 533 565 595 625 655 683 710 735 758 778 795

イ

３ (E) 3,818 4,699 5,000 5,476 5,964 778 543 1,003 726 1,265 778 1,303

1 (F) 20,218 21,475 21,067 21,216 21,378 26,771 27,293 27,253 27,952 27,838 28,141 27,689

（１） 11,200 12,400 10,500 10,500 10,500 10,500 10,500 10,500 10,500 10,500 10,500 10,500

（２） 553 1,055 1,243 1,392 1,554 6,947 7,469 7,429 8,128 8,014 8,317 7,865

（３）

（４）

（５） 4,915 4,570 6,624 6,624 6,624 6,624 6,624 6,624 6,624 6,624 6,624 6,624

（６） 3,550 3,450 2,700 2,700 2,700 2,700 2,700 2,700 2,700 2,700 2,700 2,700

（７）

２ (G) 22,246 22,091 26,016 24,814 25,464 25,671 25,958 26,378 26,800 27,225 27,041 27,114

（１） 20,091 19,343 21,500 21,500 21,500 21,500 21,500 21,500 21,500 21,500 21,500 21,500

（２） (H) 1,230 2,199 2,688 3,314 3,964 4,171 4,458 4,878 5,300 5,725 5,541 5,614

（３）

（４） 925 549 1,828

（５）

３ (I) △ 2,028 △ 616 △ 4,949 △ 3,598 △ 4,086 1,100 1,335 875 1,152 613 1,100 575

そ の 他

資

本

的

支

出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

資

　

本

　

的

　

収

　

支

資

本

的

収

入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

R12

収

　

益

　

的

　

収

　

支

収

益

的

収

入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

R3 R4 R5 R6 R7 R8

収

益

的

支

出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

R9 R10 R11

営 業 外 費 用

支 払 利 息



様式第2号（法非適用企業）

投資・財政計画

（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （R1決算）

決 算

見 込

R12R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

(J) 1,790 4,083 51 1,878 1,878 1,878 1,878 1,878 1,878 1,878 1,878 1,878

(K) 2,167 2,357 1,878 1,878 1,878 1,878 1,878 1,878 1,878 1,878 1,878 1,878

(L) 925 548 1,827

(M)

(N) 548 2,274 △ 0 △ 0 0 △ 0 △ 0 0 △ 0 0 △ 0 △ 0

(O)

(P) 548 1,827

(Q)

(Q)

(B)-(C)

(A)

(D)+(H)

(S) 9,818 10,999 11,790 12,219 12,648 14,342 14,771 15,938 16,367 17,615 18,044 19,375

（T)

(U)

(V)

(W)

(X) 77,169 87,370 95,182 102,368 108,904 115,233 121,275 126,897 132,097 136,872 141,831 146,717

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （R1決算）

R2 決 算

見 込

2,380 4,218 4,969 5,567 6,214

2,380 4,218 4,969 5,567 6,214

553 1,055 1,243 1,392 1,554 6,947 7,469 7,429 8,128 8,014 8,317 7,865

553 1,055 1,243 1,392 1,554 6,947 7,469 7,429 8,128 8,014 8,317 7,865

2,933 5,273 6,212 6,959 7,768 6,947 7,469 7,429 8,128 8,014 8,317 7,865

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

R8 R9 R10 R11 R12

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

R3 R4 R5 R6 R7

健全化法施行令第16条により算定した

資 金 の 不 足 額

健全化法施行規則第６条に規定する

解 消 可 能 資 金 不 足 額

健全化法施行令第17条により算定した

事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した

資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)

地 方 財 政 法 に よ る

資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

80 82

地方財政法施行令第16条第１項により算定した

資 金 の 不 足 額

(R)

115 113 111 82 80 82収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 125 118

赤 字 比 率 （ ×100 ）

79 81

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金


